
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

彦根市教育大綱 
 

～心を磨く教育～ 



はじめに 

 

平成２７年４月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

が一部改正されたことに伴い、「総合教育会議」が設置され、市長と

教育委員会との間で協議・調整し、教育政策に関する方向性を明確

にすることとされました。 

彦根市教育大綱は、「総合教育会議」で議論を重ね、平成２７年度から平成２９年度まで

の教育大綱を策定し、平成３０年度からは令和３年度までの新たな教育大綱に基づき、教育

施策の推進を図ってきたところです。このたび令和４年度からの教育大綱策定についても、

「総合教育会議」という公開の場で教育委員会との協議を経て、これまでの教育大綱を見直

し新しく策定いたしました。 
 

今回の見直しでは、これまでの教育大綱の内容を踏まえた上で、新たに、幼児・児童・生

徒が自ら好奇心や問題意識を持って学ぶことのできる、たとえ失敗しても何度でもチャレン

ジできる心を磨く教育を進めていくこととしました。また、保育・教育環境を整備するとと

もに、家庭や地域においての子どもの見守りについても明記し、幼児期から自尊感情を育て

る教育を進めていくことと、また、将来の彦根を、そして将来の日本を担う子どもたちを育

むために、ふるさと彦根に愛着と誇りを持ち、自ら学ぶ好奇心を兼ね備えた、心豊かでたく

ましい人を育てることを、基本方針として掲げています。 
 
基本目標には、新型コロナウイルス感染症の拡大等、時代の変化が激しい中で、情報通信

技術等を活用し、多様な環境の中でも学ぶ機会の提供を行うとともに、国際社会を生き抜く

グローバルな人材育成の推進を行うことや、コミュニティ・スクールを取り入れることで、

地域社会の中で子どもが学べる環境づくりを行うこととしております。また、文化・芸術の

振興および生涯スポーツの推進のため、地域や市民団体、企業等と連携しながら取組を行う

こととしております。 
 

教育大綱の基本方針の実現には、行政や学校の取組だけではなく、家庭や地域がそれぞれ

の役割を担い、連携を深めながら取り組んでいくことが必要です。 

これまでにもさまざまな教育課題の解決に向け、教育委員会とはそれぞれの役割と責任を

果たしながら、教育施策を推進してきたところですが、今後も引き続き、彦根市教育大綱に

掲げた基本方針を実現するよう、教育委員会と十分に連携しながら、取り組んでまいります。 

 

令和４年（２０２２年）３月 

彦根市長 和田 裕行 



１ 趣旨 

教育大綱は、総合教育会議の場において、首長と教育委員会が協議・調整し、首長が

策定するもので、大綱を定めることにより、地方公共団体としての教育政策に関する方

向性を明確にするものです。 

彦根市教育大綱は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１条の３に基づ

き、彦根市における教育、学術および文化の振興に関する総合的な施策について、その

目標や施策の根本となる方針を定めるものです。 

 

 

２ 期間 

   令和４年度（２０２２年度）から令和 7年度（２０２５年度）までの４年間とします。 

ただし、社会情勢等の変化を踏まえ、総合教育会議において、協議・調整が整った場

合は計画期間内であっても見直すことができるものとします。 

 

 

３ 彦根市教育行政の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 基本方針 
 
 

心を磨き可能性を引き出す彦根教育 

 

  ふるさとに愛着と誇りを持ち、自ら学ぶ好奇心を兼ね備えた、 

心豊かでたくましい人づくり 

 
 
５ 基本目標 

（１）子ども一人ひとりの力を伸ばし、「生きる力」を育みます  

 

 ○ 保幼小の切れ目のない連携を図り、小学校以降への円滑な接続や発達と学びの連続性

を大切にした幼児教育の充実に努めます。 
○ 教職員の資質能力の育成に努め、「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改

善を行うことで、教育の質の向上を図り、児童・生徒の学力向上を目指します。 
○ 身体を鍛え、人間性を高め、心身ともにたくましい子どもを育みます。 
○ 保育・教育環境の整備・充実を図り、教職員の適正な配置により、乳幼児・児童・生徒

個々に応じたきめ細やかな保育・教育や、豊かな人間関係と規範意識の育成に努めます。 
○ 読書活動の推進を図るとともに、特別支援教育の充実や小中一貫教育の推進に取り組

みます。 
○ 情報通信技術の活用を通して、デジタル社会に対応できる子どもたちを育みます。 

 
 

（２）持続可能な社会を創る人づくりを進めます 

 

         ○SDGs の達成に向けた社会に開かれた学校づくりの推進に努め、歴史ある彦根の地で学

んだというアイデンティティを育みます。 
○ 環境学習、歴史・文化を生かした郷土教育を進め、国際社会を生き抜くグローバルな人

材育成のための英語教育や国際理解教育の推進に努めます。 
    ○ 人権の意義や人権問題について正しく理解するとともに、自分と他者の人権をともに大

切にし、実践的な行動力を身につけられるよう人権教育を推進します。 
 



（３）次代を担う彦根の子どもを地域で守り育てます 

 ○ 地域において安心して子育てができる環境を社会全体で整備し、家庭教育が充実する

よう支援します。 
○ 子どもの安全・安心な居場所づくりや、いじめや不登校等の諸課題への対策を進める

とともに、学校・家庭・地域の連携体制の構築、子ども・若者の健全育成・非行防止に

努めます。 
○ 地域の災害史に深く学び、彦根の特性を生かし、環境特性や災害特性に即した防災教

育に努めます。 
○ 学校と地域住民が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となるコミュニテ

ィ・スクールへの転換を図り、社会総がかりで子どもたちの教育を推進します。 
 
 

（４）市民一人ひとりが生きがいをもって、心豊かに学び続けられる 

まちをつくります 

 ○「学び合い・つながり・活かす生涯学習のまちづくり」を進めるほか、図書館サービス

の充実や生涯スポーツの推進に努めます。 
 ○ 令和７年に開催される国民スポーツ大会・障害者スポーツ大会を契機として、競技力

の向上など、スポーツを通した体力の向上や健康増進を図ります。 
○ 市民一人ひとりの人権が尊重されるまちの実現に向け、人権感覚あふれる地域コミュ

ニティの創造に力を入れていきます。 
○ 子どもたちの興味関心を引き出すため、地域や市民団体、企業等と連携し、専門的な

分野を学べる機会の提供に努めます。 
○ 市民がつながる公民館活動を積極的に実施するなど、地域に根ざした生涯学習の拠点

施設として、公民館の活性化に努めます。 
 

 

（５）歴史と伝統を生かし、文化の香り高いまちをつくります 

○ 城下町・彦根に残る指定・登録文化財の適切な修理や整備等を行い、後世に良好な形で

守り伝えるとともに、点在する数多くの文化財を地域の歴史や景観に根差した文化財群

ととらえ、地域住民とともに歴史と文化を生かしたまちづくりに取り組みます。 
○ 文化・芸術の振興を図るため、市民団体や学校教育機関、企業等との連携のもと、彦

根らしい地域文化の創造や文化芸術活動を担う次世代の育成に努めます。 
○ 市民の郷土愛を育むため、彦根の先覚に学び、今に残る文化や芸術、文化財に接する

機会の提供に努めます。 
 



用語集 

地方教育行政の組織及び 
運営に関する法律 

地方公共団体が行う幼稚園から大学までの公立学校の設置・管理、公

民館・図書館・博物館等の社会教育施設の設置・管理、各種教育事業の

実施、各種教育関係団体の支援、家庭教育の支援、就学援助や奨学金事

業の実施など、教育行政の基本的な実施体制を定めている法律。 
総合教育会議 市長と教育委員会という対等な執行機関同士が、相互の連携を図りつ

つ、より一層民意を反映した教育行政を推進していくために行う協議お

よび調整の場。構成員は、市長、教育長および各教育委員。 
生きる力 確かな学力（基礎的な知識・技能を習得し、それらを活用して、自ら

考え、判断し、表現することにより、様々な問題に積極的に対応し、解

決する力）と、豊かな人間性（自らを律しつつ、人とともに協調し思

いやる心や感動する心など）と、健康・体力（たくましく生きるための

健康や体力など）のバランスのとれた力のこと。 
小中一貫教育 義務教育である小学校と中学校の９年間を通して一貫性のある教育課程

を編成し、それに基づいて系統的に行う教育。小中一貫教育の類型として

は、一人の校長の下、原則として小中免許を併有した教員が教育を行う義

務教育学校と、独立した小・中学校が義務教育学校に準じた形で教育を行

う小中一貫型小・中学校がある。 

いじめ 「いじめ防止対策推進法」によると、「いじめ」とは、「児童等に対して、

当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関

係にある他の児童等が行う心理的または物理的な影響を与える行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象と

なった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。」と定義されている。 
ＳＤＧｓ 
 

（持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals） 

誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、

2030 年を年限とする 17 の国際目標として、2015 年に国連で採択された。 
社会に開かれた 

学校づくり 

 

 より良い学校教育を通じてより良い社会を創るという目標を学校と社

会が共有し、連携・協働しながら新しい時代に求められている資質・能力

を子供たちに育む教育課程の実現に向けて、地域と学校の連携・協働を図

ること。 

コミュニティ・スクール 

 

 

保護者や地域住民等が学校運営に参画することができる学校運営協議

会を置く学校のこと。学校と保護者や地域住民がともに知恵を出し合い、

学校運営に意見を反映させることで、一緒に協働しながら子どもたちの豊

かな成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める仕組み。 

 


